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１. 財団法人島根県教育公務員弘済会と財団法人日本教育公務員弘済会が合併しました｡
財団法人島根県教育校務員弘済会 (以後､ ｢県財団｣ という｡) は､ 公益法人制度改革三法が施行 (平成２０年

１２月) されたのを機に､ 財団法人日本教育公務員弘済会 (以後､ ｢(財)日教弘｣ という｡) に吸収合併すること

となり､ 平成２２年１月２２日､ 文部科学省の認可を受けました｡

この合併は､ これまで文部科学省からの ｢(財)日教弘各都道府県支部から各都道府県財団への助成金は他団体

への資産流失の疑いあり｡｣ との指摘を解消したり､ 各都道府県財団と(財)日教弘各支部との事業・会計等が複

雑・輻輳している点を簡明化したりするなどのためでした｡

文部科学省の合併認可を受けた(財)日教弘は､ ２ヶ月間の公告を経た後の平成２２年４月１日､ 都道府県財団

を含んで一括で合併登記を完了させて島根教弘は解散しました｡

県財団は昭和３１年１月の創立以来､ 島根の教育の振興と教職員の福祉向上のために事業の拡大と充実に努め､

躍進を続けてまいりましたが､ 創立５５年目で幕を閉じることとなりました｡

設立及び充実・発展にご尽力いただきました諸先輩の皆様に敬意と感謝を申し上げますとともに､ この間､ 県

財団へお寄せいただいた皆様方からのご支援とご協力に感謝し､ 厚く御礼申し上げます｡ 今後､ (財)日教弘島根

支部が益々発展するよう努めることをお誓いし､ 合併完了を報告いたします｡

２. 財団法人島根県教育公務員弘済会の事業と資産の全てを財団法人日本教育公務員弘済会島根支部が承継します｡
県財団が組織を挙げて取り組んできた各種公益事業 (奨学事業､ 研究助成事業､ 教育文化事業) や福利厚生事

業 (宿泊助成事業､ 結婚祝金､ 出産祝金､ 傷病見舞金等) の全ては､ (財)日教弘島根支部の事業として今までと

同様に継続実施します｡ また､ 県財団の資産の全ても(財)日教弘島根支部で管理することになります｡

このため､ (財)日教弘島根支部に各種事業の実施や資金を管理するための規定を整備する必要が生じ､ 平成

２２年３月に開催した幹事会において必要な規定を制定・改正しました｡

これらを盛り込んだ新たな規定集を､ 各関係機関にお届けしましたので､ 今後はこれによってください｡

３. 財団法人日本教育公務員弘済会島根支部の運営方針と事業計画について
(財)日教弘は今後の取り組みとして､ 公益認定財団法人取得を目指す方針で､ 定款や各種規程等の整備に努め

ています｡ (財)日教弘島根支部も(財)日教弘の基本方針を踏まえつつ公益事業の拡大､ 今までと同様の福利厚生

事業を推進してまいります｡

組織の運営と事業の推進には､ 公益法人制度改革三法が示す､ コンプライアンス､ ガバナンス､ アカウンタビ

リティー､ ディスクロージャーを認識して当たります｡ 今後発行します会報やホームページからも(財)日教弘島

根支部の運営方針をご確認ください｡ (財)日教弘島根支部に県財団と同様に変わらぬご支援を賜りますようお願

い申し上げます｡
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皆様に親しまれています ｢島根教弘｣ は､ 本年度から次の二つの団体が連携して活動してまいります｡

Ⅰ. 財団法人日本教育公務員弘済会島根支部 (略称 ｢(財)日教弘島根支部｣)
＊全国組織の公益法人 ｢財団法人日本教育公務員弘済会｣ の各都道府県におかれた支部です｡

＊ ｢会則｣ の規定に基づき､ ４､ ５頁の役員､ 組織により､ 定められた事業を行っています｡

＊監督官庁は文部科学省です｡

Ⅱ. 株式会社島根教弘
＊ ｢定款｣ の規定に基づき､ 会社の組織､ 運営等について株主総会で議決し､ 取締役により経営されていま

す｡

なお､ (財)日教弘島根支部は､ 株式会社島根教弘の株主として優先株を保有し､ 株主として発言するとと

もに優先的に配当金を得ています｡

以上の二つの団体が互いに連携して､ 事業を補完し合って活動しています｡

島根教弘の組織と運営について
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年 月 日 主 な 行 事 等 年 月 日 主 な 行 事 等

｢日本教育公務員弘済会｣ が発足する｡

第１種教弘保険 (１口250円) を開発｡

｢島根県教育公務員弘済会｣ が正式発足する｡ 事務局を教育会
館 (殿町8番地) に置く｡

｢日本教育公務員弘済会島根支部｣ を設立する｡

第１回中国ブロック会議が岡山市で開かれる｡

第１回理事会を開く｡

第１回監査会を開く｡ 35年より中間監査を行う｡

第１回評議員会を開く｡

育英奨学金貸与制度を開始する｡ (年１万円貸与)

研究助成制度が発足する｡ (各支部に1,000円を交付)

第１回常任理事会を開く｡

39年より役員会､ 44年より三役会と改称｡

島根教弘会報 第一号を発行する｡ (1,000部)

有限会社 ｢碧雲商事｣ として代理店を設置する｡

島根教弘５周年記念式典を松江市で開催する｡
第１回夏期研修会を三瓶にて開催する｡

以来､ 平成12年まで毎年県内各地を巡回しながら開催する｡

各支部協議会 (説明会) を開く｡

｢教弘のしおり｣ を発行する｡

教弘会員の傷病災害見舞金制度を開始する｡

島根教弘創立10周年記念式典を浜田市民会館で開催する｡
教弘会員の研究助成制度を開始する｡

教弘グループ保険の取り扱いを開始する｡ (1,300余名加入)

島根教弘第二事務所を殿町33番地協栄生命ビル内に開設する｡

教弘推進員制度を開始する｡

会員宿泊優待券交付制度を開始する｡

島根教弘創立15周年記念式典を津和野町で開催する｡
教弘保険第４種を新たに発売し､ その移行を開始する｡

新島根県教育会館 (松江市母衣町) が竣工し､ 同会館内へ本会

の事務局を移転する｡

島根教弘創立20周年記念式典をホテル一畑で開催する｡
結婚祝金制度を発足する｡ (当初5,000円)

県公立小中学校事務職員研究会に助成金を贈る｡ (以来､ 毎年)

財団法人 ｢島根県教育公務員弘済会｣ を登記する｡
島根県教弘会館 (松江市灘町) を取得し､ 登記を完了する｡

特別教弘保険の発売を開始する｡

物故者会員慰霊制度を発足する｡

｢碧雲商事｣ を有限会社 ｢島根教弘｣ と社名変更し､ 登記する｡

島根教弘創立25周年記念式典をホテル一畑で開催する｡
永年健康祝金制度を新設する｡

｢御香典支給制度｣ (島根教弘独自) を新設する｡

｢島根の教育研究と実践｣ を記念出版する｡

退職会員の島根教弘友の会を設立する｡ (会報創刊号発行)

理事会に組織､ 業務､ 厚生の専門部会制度を導入する｡

｢日本教育公務員弘済会島根支部｣ を廃止し､ 財団法人 ｢島根

県教育公務員弘済会｣ に業務を継承する｡

島根教弘創立30周年記念式典をむらくも会館で開催する｡

大谷久満が理事長を退任し､ 新しく三浦富登が就任する｡

島根教弘創立35周年記念式典をホテル宍道湖で開催する｡
有限会社島根教弘代表取締役西野一雄が退任し､ 新しく三浦富

登が就任する｡

正会員資格取得者に記念品､ 採用年度に正会員資格取得者に図

書を贈呈する制度を新設する｡

満テンプランが計画実施される｡ 事務所を母衣町55番地２から

殿町33番地に変更｡

島根県教弘会館 (宿泊所) の老朽化に伴い閉鎖､ 売却する｡

三浦富登が理事長並びに代表取締役を退任し､ 新しく松本幹彦

が就任する｡

新企画の新教弘保険が発売される｡

島根教弘創立40周年記念式典をホテル宍道湖で開催する｡
研究助成の対象者を県内全教職員に拡大する｡

日本教育公務員弘済会島根支部を復活する｡

奨学金貸与の対象者を県内全教育関係者の子に拡大する｡

香典支給制度を改正し､ 御香典特別会計を閉鎖する｡

東京海上の代理店として､ 損害保険事業を開始｡

日教弘島根支部の会計が独立する｡

出産祝金制度を新設する｡

教弘生涯保険を発売する｡

協栄生命保険株式会社が更生特例法の適用手続を行う｡

島根教弘創立45周年記念事業として､ 絵画を全幼稚園・学校に
寄贈する｡
協栄生命保険株式会社がジブラルタ生命保険株式会社として認

可され業務を再開する｡ (ユース教弘保険を発売する｡)

島根教弘参事を設置する｡

教弘保険の収納事務をジブラルタ生命より移管する｡

日動火災と提携して､ 教職員損害保険事業を開始｡

松本幹彦が理事長並びに代表取締役を退任し､ 新しく藤木敦が

就任する｡

パソコンによる会員管理システムを導入｡

新教弘終身保険を発売する｡

LA宛の情報紙 『LALa教弘』 １号を発行する｡

個人情報管理規程 (３団体) を制定する｡

新教弘医療保険を発売する｡

教職員自動車保険等連絡協議会に入会する｡

島根教弘創立50周年式典をホテル一畑で開催する｡
『この感動 この想い―島根の教育―』 を記念出版する｡

島根教弘ホームページを開設する｡

藤木敦が理事長並びに代表取締役を退任し､ 新しく島�美徳が
就任する｡

教育文化事業を始める｡

有限会社島根教弘を株式会社島根教弘に商号を変更し､ 代表取

締役に間田浩彬が就任する｡

新教弘介護保険を発売する｡

財団法人島根県教育弘済会が財団法人日本教育公務員弘済会と合

併し解散する｡

島�美徳が理事長を退任し､ 新しく間田浩彬が支部長に就任する
間田浩彬が代表取締役を退任し､ 島�美徳が就任する
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教育公務員弘済会は､ 教育関係者の助け合いの精神から生まれた共済事業 (教弘保険) の配当金等を原資として､

奨学事業､ 教育研究への助成事業及び福利厚生事業などを行い､ 教育の充実発展と教育関係者の福祉の向上を目指

して活動を続けております｡

平成２２年４月１日､ 財団法人島根県教育公務員弘済会 (以下 ｢県財団｣といいます｡) は､ 財団法人日本教育公

務員弘済会 (以下 ｢(財)日教弘｣といいます｡) と合併し解散しました｡ しかし､ これまで県財団が行っていた事業

の全ては､ (財)日教弘島根支部の事業として継続実施します｡

Ⅰ 奨 学 事 業

公益事業として､ 有意な人材の育成に寄与するため､ 会員のみならず不特定多数の生徒・学生を対象として奨

学金の貸与及び給付の事業を行っています｡

１. 奨学金貸与事業

(財)日教弘及び(財)日教弘島根支部は､ 県内に居住又は勤務する者の子で､ 大学院・大学・短大・高専

(４年生以上)・専修学校専門課程に在学する学生を対象に､ 奨学金を貸与します｡

その概要は次のとおりです｡� 貸与限度額は､ 一人当たり通算して１００万円 (在学１年につき２５万円) で､ 採用時に一括貸与します｡� 無利息です｡� 返還は､ 原則として､ 卒業の年から５年以内(貸与額１００万円の場合は７年以内) の年賦です｡� 奨学金貸与希望者は､ 毎年４月１０日から５月１０日までに､ 所定の ｢奨学生採用申込書｣ 及び ｢貸与奨

学生調査書｣ に､ 在学証明書及び市町村発行の同一生計家族の所得証明書を添えて､ (財)日教弘島根支部事

務局に申し込んでください｡� 予算の範囲内で､ 家計の状況等を勘案して選考委員会で選考し､ 決定します｡ (平成２２年度の応募・貸

与の状況をP２０に記載しています｡)

２. 奨学金給付事業

(財)日教弘島根支部は､ 島根県内に所在する高等学校等に在学する生徒を対象に､ 就学意欲があるにもかか

わらず､ 経済的な理由により学資金の支弁が困難な高等学校､ 中等教育学校の後期課程並びに盲学校､ 聾学校

及び養護学校の高等部､ 高等専門学校の第１学年､ 第２学年及び第３学年 (以下 ｢高等学校等｣ といいます｡)

に在籍する生徒を対象として､ 返還義務のない奨学金を給付します｡

なお､ 募集要項は毎年度定めることとしていますが､ 平成２２年度の概要は次のとおりです｡� 応募資格は､ 家庭の事情により､ 学費支弁困難と認められるもので､ 向学心に富み､ かつ､ 学業に耐えう

るものの内､ 学校長の推薦を受けたもの (原則として､ 各高等学校等１名以内) です｡� 給付額は一人当たり２５万円､ 募集人員２０人です｡� 応募期間は平成２１年６月１日から７月１０日までとし､ 提出書類は所定の ｢給付奨学生申請書｣､ 在学

する高等学校等校長の ｢高等学校等給付奨学生推薦書｣､ ｢高等学校等給付奨学生申請者調査書｣ 及び同一生

計家族の所得を証明する書類 (市町村長が発行する所得証明書) としています｡
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Ⅱ 研究助成事業

１. 研究論文・実践記録の募集

(財)日教弘島根支部研究助成規程に基づき､ 県内の教育関係者 (会員非会員を問いません｡) から､ 研究論

文及び実践記録を募集し､ それぞれに対して研究助成を行います｡� 募集対象 共同研究の部 (学校又はグループ)

個人研究の部� 募集種別 研究論文 (主題､ 仮説､ 実践及び検証の形式等で論述されたもの｡)

実践記録 (形式自由)� 内 容 ｢学校現場の実態を踏まえ､ 明日の教育を考える｣ という立場からのものであれば､ その他

は自由� 分 量 パソコン等で作成､ Ａ４判・２４字×４３行､ ２段組４枚 (詳細は募集要項参照)� 応募された研究論文､ 実践記録に対し､ 審査のうえ研究助成金を贈ります｡� 研究助成を受けようとする方は､ 研究論文・実践記録に所定の申請書を添えて､ １２月５日 (当日消印有

功) までに (財)日教弘島根支部事務局に提出してください｡� 審査のうえ優秀な作品には賞金を贈り表彰します｡ また､ 優秀な数編を 『島根の教育研究と実践』 に掲載

し､ 県内の全学校・幼稚園等に紹介します｡� 優秀作品 (２編以内) を､ ｢日教弘教育賞｣ に推薦します｡

２. 奨励金給付事業

この給付は､ (財)日教弘が社会の発展に重要でありながら資金が不十分とされている分野について､ 都道府

県・全国レベルでの特徴と特色ある研究・活動等に対する支援を行うものです｡

この給付事業には､ (財)日教弘本部が実施するものと (財)日教弘島根支部が実施するものとがあります｡

なお､ (財)日教弘島根支部は実施要項を毎年度定めることとしていますが､ 平成２２年度の概要は次のとお

りです｡� 給付対象は､ 社会・教育・文化の向上発展に寄与する有益な研究・活動を対象とします｡ ただし､ 営利目

的､ 他の機関からの委託によるもの､ 実質的に完了しているものは対象としません｡

平成２１年度の給付対象は､ 原則として､ 学校教育､ 社会教育など広く教育研究・活動の分野とします｡� 給付の内容は､ (財)日教弘島根支部事業は､ 総額２００万円以内とし､ 一件当たり１０万円以上５０万円

以内､ (財)日教弘本部事業は､ 総額１,０００万円とし､ 一件当たり１００万円､ １０件とします｡� 募集期間は､ (財)日教弘島根支部事業は６月１０日から７月２０日までです｡ (財)日教弘本部事業は､

(財)日教弘のホームページをご覧ください｡

Ⅲ 教育文化事業

１. 助成金給付事業

県内の教育団体等が実施する､ 島根の教育文化の充実･発展に寄与する事業に対し､ 助成金を給付し､ その

活動を支援します｡

２. 教育研究論文集の発行

県内の教育の振興に寄与するため､ 教育研究論文・実践記録集 『島根の教育研究と実践』 を３年に１回発行

し､ 県内すべての学校・国公立幼稚園及び教育機関等に配布します｡

�
����
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Ⅳ 福利厚生事業等
１. 傷 病 見 舞 金

教弘正会員・会員 (教弘正会員とは教弘保険６口以上加入者､ 会員とは教弘保険１口以上６口未満の加入者

をいいます｡) が､ 傷病により長期に継続して休暇を取った場合には､ 規定により､ 傷病見舞金を給付します｡

所定の ｢傷病見舞金申請書｣ に所属長の証明を得て､ 事務局に申し込んでください｡ 申請期間は事実の発生後

２年以内です｡

２. 災 害 見 舞 金

教弘正会員・会員が､ 不慮の事故に遭い､ その財産に著しい損害を受けた場合には､ 規定により災害見舞金

を給付します｡ 災害の事実及び程度は､ 所属長の証明のほか共済組合等の認定を基準として判断しますので､

所定の ｢災害見舞金申請書｣ に共済組合等の認定の写しを添付して､ 事務局へ申し込んでください｡ 申請期間

は事実の発生後２年以内です｡

３. 結 婚 祝 金

教弘正会員が結婚したとき､ 結婚祝金として２万円を贈ります｡ ただし､ 一人１回です｡ 所定の ｢結婚祝金

申請書｣ にて事務局へ申し込んでください｡ 申請期間は結婚後２年以内です｡

４. 出 産 祝 金

出産した教弘正会員又はその配偶者にお祝いとして､ 出生の子ごとに１万円を贈ります｡ 所定の ｢出産祝金

申請書｣ にて事務局へ申し込んでください｡ 申請期間は出産後２年以内です｡

５. 永年健康祝金

教弘正会員が継続加入満２０年に達したとき､ 永年健康祝金として､ サービス基準がＢ～Ｄランクの教弘正

会員には２万円､ Ｅランクの正会員には３万円を贈ります｡ 該当者には事務局から連絡します｡ 所定の ｢永年

健康祝金申請書｣ にて申し込んでください｡ 申請期間は該当日から２年以内です｡

６. 物故会員への弔慰金

新物故正会員に対し､ 香典 (３万円) 又はそれに代わるものをお供えして弔意を捧げます｡

７. 満口加入祝金

新教弘保険基本部分及びユース教弘保険の加入口数が､ 単独又は通算して４０口､ ７０口に達した加入者に

は､ それぞれ加入祝金 (各１万円) を､ １００口に達した者には､ 満口祝金 (２万円) を贈ります｡

８. 宿泊施設利用の優待� ホテル等の宿泊補助

教弘正会員が､ 本会指定の宿泊施設 (ホテル・旅館等) に宿泊する場合には､ 宿泊料金１割引き (教弘会

館 (東京) 等一部除外の宿泊施設あり｡) のうえ､ 規定により次のとおり ｢宿泊施設利用券｣ を発行して､

宿泊料の補助を行います｡

Ｂランクの会員：１泊につき２,０００円優待､ 年間６泊まで｡

Ｃランクの会員：１泊につき３,０００円優待､ 年間６泊まで｡

Ｄ・Ｅランクの会員：１泊につき３,０００円優待､ 年間９泊まで｡

なお､ 教弘会館 (東京) 宿泊の場合は､ それぞれ１,０００が増額補助されます｡

指定施設の利用に当たっては､ あらかじめ本人が直接宿泊予約を行った後､ 電話にて島根教弘事務局に､

利用者氏名､ 所属､ 宿泊施設名､ 利用年月日を明らかにして申し込んでいただくと､ ｢宿泊施設利用券｣ を

郵送します｡

宿泊時に宿泊施設のフロントに提出してください｡ 精算時に料金が割り引かれます｡� 教育会館の宿泊補助

教弘会員が､ 島根県教育会館 (松江) に宿泊の場合には､ １泊につき５００円の補助を行います｡ 日教弘

会員証を宿泊施設のフロントに提出してください｡

９. そ の 他� 新規加入者に記念品を贈ります｡� 新採用年度の新規加入者には､ 記念品として図書カードを贈ります｡� 友の会会員については､ 別途の事業もあります｡
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[(財)日本教育公務員弘済会島根支部・(財)島根県教育公務員弘済会・(有)島根教弘]

― 10 ―

(上 期)
４／１ 今年度県教委発令校長・教頭昇任者に挨拶文書等発送
４／１ 今年度県教委新規採用教員へ挨拶ＰＲ文書発送
４／１ 県内各学校長・園長宛に

『教弘担当者の選出について (依頼)』 発送
『平成21年度運営方針及び事業計画』 発送
『奨学生募集要項』 発送

４／２ 吸収合併契約締結調印書送付 (4月10日付)
４／９ 参事会 (会場 島根教弘会議室)
４／10 今年度県教委新規採用教員へ特別記念品 『USBクリー

ナー』 発送
５／８ 島根教弘第１回三役会 (会場 島根教弘会議室)
５／11 ジブラルタ生命松江支社ＬＡ研修会 (会場 大田商工

会議所)
５／13 平成21年度第1回理事会､ 幹事会､ 運営委員会 (会場

サンラポーむらくも)
５／18 県立高校・私立高校・市立高校・高専・特別支援諸学

校長宛に
『高等学校等給付奨学生募集について (通知) 』 発送

５／20 島根教弘友の会役員会 (会場 サンラポーむらくも)
５／22 平成20年度決算監査会 (会場 島根教弘会議室)
５／25・26 第１回中国ブロック協議会 (会場 岡山 ピュア

リティまきび)
５／28 株式会社島根教弘株主総会 (会場 島根教弘会議室)
５／29 県内各学校長・園長・教弘担当・教育機関の長宛に

『島根の教育研究と実践集第Ⅹ集』 発送
『平成20年度 第14回 日教弘教育賞 教育研究集録 第
20集』 発送
『教職員収入ロングウェイサポート』 『教弘まなびや』
『教弘フルガード』 チラシ発送
『きょうこう通信 学校版 (№14)』 発送

６／２ 『教弘まなびや・教弘フルガード』 更新のご案内
６／４ 東京海上日動火災保険株式会社業務連絡会 (会場 東

京海上日動火災保険(株)山陰支店会議室)
６／11 貸与奨学金選考委員会 (会場 島根教弘会議室)
６／15 島根教弘第2回三役会 (会場 島根教弘会議室)
６／16 平成21年度第2回理事会､ 幹事会 (会場 サンラポーむ

らくも)
６／17 平成21年度第1回評議員会 (会場 サンラポーむらくも)
６／19 第２回中国ブロック協議会 (会場 岡山 三好野会館)
６／23 第93回(財)日教弘評議員会・第67回(株)日教定時株主総会

(会場 第一ホテル両国)
６／26 出雲市教頭会事業説明 (会場 出雲市立平田中学校)
６／27 『友の会会員名簿』
６／29 県内各学校(園)教弘担当者に就任の礼状発送
７／２ 『平成21年度島根教弘会報 (第1号)』

県内学校・園・各教育機関等に発送
７／２ 島根県小学校長会事業説明 (会場 サンラポーむらくも)
７／３ 友の会飯石支部総会(会場 三刀屋 ドライブイン べる)
７／９ 大田支部協議会 (会場 あすてらす)
７／14 東京海上日動火災保険(株)業務連絡会

(会場 東京海上日動火災保険(株)支店会議室)
７／15 教弘担当者への特別記念品配布
７／16 浜田支部協議会 (会場 浜田市総合福祉センター)
７／16 『友の会会報 (第82号) 』 発送

『島根教弘指定宿泊施設一覧』 発送
『日教弘損害保険募集について』 発送
『島根教弘友の会 ｢親睦と研修の旅｣ ご案内について』 発送

７／17 支部協議会が本年度非開催年の支部の各学校 (園) 長宛に
『島根教弘だより (第22号)』 発送
『きょうこう通信 共済事業特別号 (№15) 』 発送
『日教弘損害保険募集について』 発送

７／21 県教委との吸収合併協議

７／22 島前支部協議会 (会場 黒木公民館)
７／30 新公益法人制度に関する説明会 (会場 県民会館)
７／30 文部科学大臣へ県教委を経由して吸収合併認可申請書提出
７／31 簸川支部協議会会場斐川町立図書館会議室
８／３ 松江支部協議会会場県民会館308号室
８／５ 給付奨学生選考委員会 (会場 島根教弘会議室)
８／12 飯石支部協議会 (会場 やまなみ)
８／17 島根県中学校長会事業説明 (会場 サンラポーむらくも)
８／18 奨励金等選考委員会 (会場 サンラポーむらくも)
８／19 仁多支部協議会会場カルチャープラザ仁多
８／20 島根教弘第３回三役会 (会場 島根教弘会議室)
８／21 平成21年度第3回理事会､ 幹事会 (会場 サンラポーむら

くも)
８／26 鹿足支部協議会会場六日市基幹集落センター
８／31 第３回中国ブロック協議会 (会場 岡山 三好野会館)
９／２ 東京海上日動火災保険(株)抜本火災保険に関する研修会

(会場 東京海上日動火災保険(株)山陰支店会議室)
９／７ 島根県立学校長会 (会場 浜田教育センター)
９／７ 県内各学校 (園) 長宛てに

『平成21年度 教弘研究論文・実践記録の募集について
(お願い)』 発送

９／９ 学校関係顧問会議 (会場 島根教弘会議室)
９／10・11 平成21年度(財)日教弘主催職員研修会 (会場 岡山

ロイヤルホテル)
９／14 ジブラルタ生命松江支社新学期キャンペーン食事会招待
９／16 奨励金給付団体への奨励金送付 (６団体)
９／17 賛同会員加入者へ記念品配布
９／18～21 島根教弘友の会 ｢研修と親睦の旅｣

(極東ロシア４日間) 28名参加
９／28 友の会益田・鹿足支部総会 (会場 益田 三好家)
９／28 第４回中国ブロック協議会 (会場 岡山 三好野会館)
９／29 友の会安来支部総会 (会場 安来中央公民館)
９／29・30 友の会隠岐支部総会 (会場 赤穂温泉)
９／29・30 教育文化事業後援講演会 ｢子どもとケータイ｣

(会場 サンラポーむらくも)

(下 期)
10／１ 友の会邑智支部総会 (会場 川本ふるさと会館)
10／１ 県内各学校・園・教育機関等に発送

『財団法人日本教育公務員弘済会2009 (平成21) 年度要覧』
『きょうこう通信学校版 (№17)』

10／２ 友の会簸川支部総会 (会場 多伎 いちじく温泉)
10／６ 友の会仁多支部総会 (会場 皆生温泉 菊乃家)
10／８ 友の会出雲支部総会 (会場 銀輪荘 サイクリングターミ

ナル)
10／13 各学校長宛に

『保険料控除申告書記入例』 発送
『年末調整リスト』 発送

10／14・15 教職員自動車保険等連絡協議会 (会場 ホテル日航新潟)
10／15・16 第94回(財)日教弘評議員会・全国支部長等研修会

(会場 ホテル日航新潟)
10／23 友の会江津支部総会 (会場 リプレパーク きんたの里)
10／26 友の会八束支部総会 (会場 さぎの湯温泉 さぎの湯荘)
10／28 友の会邇摩支部総会 (会場 温泉津コミュニティーセンター )
11／５ 平成21年度中間決算監査会 (会場 島根教弘会議室)
11／５ 島根教弘三役会 (会場 島根教弘会議室)
11／９ 『友の会会報(第83号)』 ｢記念品｣ 発送

『平成21年度島根教弘会報 (第2号)』 ｢記念品｣
県内学校・園・各教育機関等に発送

11／11 松江法人会平成21年度 城北・城東・城西合同支部総会
(会場 大橋館)

11／13 平成21年度第4回理事会､ 幹事会 (会場 サンラポーむら
くも)
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11／16・17 第５回中国ブロック協議会 (会場 広島東急イン)
11／18 友の会大原支部総会 (会場 木次 チェリヴァホール)
11／20 友の会浜田支部総会 (会場 浜田 ジョイプラザ)
11／24 友の会平田支部総会 (会場 おたばこ桃山)
11／27 ジブラルタ生命優績支社長・エリアマネージャー表彰式

(会場 教弘会館)
11／30 友の会松江支部総会 (会場 サンラポーむらくも)
12／２ 友の会大田支部総会 (会場 大田中央公民館)
12／４ 吸収合併に伴う監査会 (会場 島根教弘会議室)

平成21年度末定年退職者相談会 (会場 ジブラルタ生命益
田支部)

12／６ 平成21年度末定年退職者相談会 (会場 ジブラルタ生命浜
田支部)

12／8・11 平成21年度末定年退職者相談会 (会場 ジブラルタ生命
出雲支部)

12／10 平成21年度末定年退職者相談会 (会場 ジブラルタ生命中
央支部)

12／15 平成21年度研究論文第1回審査会 (会場 サンラポーむらくも)
12／21 東京海上日動火災保険株式会社業務連絡会

(会場 東京海上日動火災保険(株)山陰支店会議室)
１／９ 岡山県教育会ビル竣工式
１／13 共済専門部会 (会場 島根教弘会議室)
１／15 平成21年度研究論文第２回審査会 (会場 サンラポーむら

くも)
島根教弘三役会 (会場 サンラポーむらくも)

１／18・19 第６回中国ブロック協議会 (会場 ホテルモナーク鳥取)
１／21 日教弘からの共済事業推進用 ｢2色ボールペン｣ 1,500本各

支部へ送付
１／22 日教弘への吸収合併認可

平成21年度第5回理事会､ 幹事会 (会場 サンラポーむらくも)
１／25 県教委へ吸収合併認可連絡
１／27 公益・福利厚生専門部会 (会場 島根教弘会議室)

日教弘と県財団の合併に伴う書面等
１. 支部会計 (１月22日現在)
・貸借対照表
・財産目録
・伝票入力完了

・通帳残高証明書
以上本部へ提出・報告

２. 県財団 (１月22日現在)
・貸借対照表
・財産目録
・監査報告 (結果)
・合併認可証写し
以上事務所に備え置き

３. 県教委
合併認可について報告

２／３ 組織運営等検討委員会 組織専門部会 (会場 島根教弘会
議室)

２／８ 目標早期達成者感謝パーティー (会場 松江東急イン)
２／15 東京海上日動火災保険株式会社業務連絡会

(会場 東京海上日動火災保険(株)山陰支店会議室)
２／15 研究論文優秀校訪問 (宍道小学校・伯太中学校)
２／16 研究論文優秀校訪問 (赤来中学校)
２／18 研究論文優秀校訪問 (乙立幼稚園)
２／22 研究論文優秀校訪問 (木次中学校)
２／23 全国推進員 (参事) 研修会 (会場 教弘会館)
３／２ 島根教弘三役会 (会場 島根教弘会議室)
３／３ 必達目標支社長協議 (会場 島根教弘会議室)
３／４ 平成21年度第6回理事会､ 幹事会 (会場 サンラポーむらくも)

『平成21年度島根教弘会報 (第３号)』
県内学校・園・各教育機関等に発送

３／５ 平成21年度第2回評議員会 (会場 サンラポーむらくも)
３／８ 第７回日教弘中国ブロック協議会 (会場 岡山県教育会会館)
３／９ 『友の会会報 (第84号) 』 発送
３／12 株式会社島根教弘取締役会

臨時株主総会・協議会 (会場 島根教弘会議室)
３／16 ジブラルタ生命松江支社支部長会議 (会場 ジブラルタ生

命松江支社)
３／23 日教弘教育賞伝達表彰 (湖陵幼稚園・若松分校)
３／25 教職員自動車保険等連絡協議会代表者会議 (会場 第一ホ

テル両国)
３／26 第95回(財)日教弘評議員会・第15回日教弘教育賞表彰式

第68回(株)日教弘臨時株主総会

事 業 名
21 年 度 実 績 開始以来累計

件 数 金 額 (円) 件 数 金 額 (円)

奨 学 事 業
奨学金貸与 日教弘本部枠

日教弘支部枠
島根教弘枠

計
奨学金給付 日教弘支部
合 計

11
6
13
30
20
50

10,250,000
5,000,000
10,750,000
26,000,000
5,000,000
31,000,000

1,567
40

1,607

560,160,500
10,000,000
570,160,500

研究助成事業
研究助成金 共 同 研 究

個 人 研 究
計

奨励金交付
合 計

54
11
65
5
70

3,030,000
77,000

3,107,000
2,000,000
5,107,000

2,545
14

2,559

89,467,570
4,000,000
93,467,570

福利厚生事業
結 婚 祝 金 45 900,000 4,288 74,201,000
傷 病 ・ 災 害 見 舞 金 25 278,000 2,608 21,572,241
永 年 健 康 祝 金 152 3,080,000 5,383 107,760,000
満 口 加 入 祝 金 23 230,000 446 4,670,000
出 産 祝 金 124 1,250,000 1,455 14,780,000
慶 弔 金 (香典等) 12 360,000 552 88,090,000

宿 泊 補 助
優 待 券 発 行
教 育 会 館 補 助

602
1,645

2,480,500
822,500

人 間 ド ッ ク 101 1,010,000 1,175 11,750,000
正 会 員 記 念 品 4,997
友 の 会 記 念 品 1,442
新 規 正 会 員加入記念品 210 157,500
新 採 正 会 員加入記念品 39 78,000



(財)島根教弘研究助成規程に基づき､ 研究論文及び実践記録の募集を行い､ 応募のあった作品に対し審査を行

い､ 研究助成を行いました｡ ｢佳作｣ 以上の作品には助成金を､ ｢入選｣ 以上の作品には賞金を､ ｢特選｣ 以上の作

品には賞状を添えて業績を称え表彰しました｡

この度の作品の応募状況及びそれぞれの研究主題は､ 以下の諸表のとおりです｡ また､ 審査委員会の審査結果や

審査所感は後掲のとおりです｡

なお､ ｢優秀｣ 又は ｢特選｣ に選ばれた作品は､ ３年分をまとめて､ 『島根の教育研究と実践』 として出版し､ 各

学校・教育機関に配布していますが､ 平成２１年３月には第Ⅹ集 (平成１８～２０年度分) を出版しました｡

＜参考＞ 平成２１年度の助成金及び賞金の額

(注) この額は､ 毎年度予算の範囲内で理事会において決定されます｡

１. 平成２１年度応募状況

１. 平成１８年度応募状況
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� 種 別

共 同 研 究 個 人 研 究 合 計 備 考

研 究 論 文 14 ４ 18 種別は､ 応募者の
自己申告による｡実 践 記 録 40 ７ 47

合 計 54 11 65

平 成 20 年 度 52 12 64� 教科・領域・課題別

教 科
(22)

国語､ 社会､ 算・数､ 理科､ 生物､ 音楽､ 図・美､ 体育
６ ３ ３ １ １ ２ ４ ２

領域等
(15)

道徳､ 特活､ 生徒指導､ 学習指導､ 総合学習
３ ２ １ ５ ４

課題別
(28)

特別支援教育､ 人権・同和教育､ 図書館教育､ 幼稚園教育､ 情報教育､ 産業教育､ 健康教育､ 食育､ 学校 (園) 経営､ 保健室経営､ 幼小中高連携
５ ２ １ ９ １ １ ２ ２ ２ １ ２� 地域・校種別

松
江

安
来

八
束

雲
南

仁
多

飯
石

出
雲

簸
川

大
田

江
津

邑
智

浜
田

益
田

鹿
足

島
後

島
前 計

幼 ３ ４ １ ２ 10

小 ４ ２ ３ １ 11 １ ３ ３ ３ ４ ２ １ ２ 40

中 １ ２ １ １ １ １ １ １ ９

高 １ １ ２

特 １ ２ １ ４

計 ９ ４ １ ３ ２ 16 ２ ６ ４ ４ ８ ２ ２ ２ 65

助 成 金 賞 金

優秀～佳作 優 秀 特 選 入 選 佳 作

共同
研究

６人以上 ６万円 ５万円 ３万円 １万円 ０

５人以下 ３万円 ５万円 ３万円 １万円 ０

個 人 研 究 ７千円 ２万円 １万円 ５千円 ０

(注) この額は､ 毎年度予算の範囲内で理事会において決定されます｡



２. 平成２１年度応募論文等一覧

【共同研究の部】
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支部名 学校名 (申請代表者氏名) 教 科 領 域 研 究 主 題 等 評 価

安 来 安来市立山佐小
周 藤 友 幸 (９名)

実 践 記 録
国 語

｢確かなことばの力｣ の育成
～ 国語科における ｢読むこと｣ の指導を中心として ～

仁 多 奥出雲町立高尾小
鈴 木 理 生 (６名)

実 践 記 録
国 語

生き生きと自分を表現できる子どもの育成
～ スピーチ活動後の温かい交流場面の創造から ～

仁 多 奥出雲町立鳥上小
松 下 誠 (10名)

研 究 論 文
国 語

確かな読みの力を持つ子どもの育成
～ 文化教材の指導の工夫 ～

簸 川 斐川町立出東小
石 原 順 (15名)

実 践 記 録
国 語

確かに読み取り､ 自分の思いや考えを豊かに伝え合う子ど
もの育成

江 津 江津市立江津東小
田 中 康 夫 (19名)

実 践 記 録
国 語

自分の思いをもち､ 生き生きと表現する子どもの育成
～ 書写学習を中心として ～ 優 秀

出 雲 出雲市立檜山小
松 林 晴 二 (14名)

研 究 論 文
社 会

互いにかかわり合いながら､ 主体的に考え追究する檜山っ
子の育成
～ 社会と自分とのかかわりを深める社会科学習を目指して ～

特 選

松 江 松江市立玉湯中
片 山 寛 志 (５名)

実 践 記 録
社 会

小中一貫教育における社会科の実践に関する一考察
～ 子どもの表現力・思考力・意欲を育てる学習指導のあり方 ～

浜 田 浜田市立市木小
川 神 和 子 (７名)

研 究 論 文
算 数

自らの考えを分かりやすく表現する子どもの育成
～ 複式学級における算数科の指導のあり方 第３年次 ～

江 津 江津市立跡市小
山 崎 敦 史 (８名)

実 践 記 録
算 数

自分の思いや考えを豊かに表現する子どもの育成
～ 算数科における ｢かく活動｣ を中心に ～ 特 選

出 雲 出雲市立平田小
藤 村 八 郎 (31名)

実 践 記 録
理 科

感じ､ 考え､ 共に高め合う児童の育成
～ 理科を通して ～ 特 選

出 雲
高校理科教育協議会生物部
会研究グループ (平田高校)
須 谷 昌 之 (８名)

実 践 記 録
生 物 ウニの水質環境調査材料としての適正

安 来 安来市立社日小
内 田 智保子 (３名)

実 践 記 録
音 楽

友だちとかかわりながら 思いや意図をもって 進んで表
現する子どもの育成
～ 箏を取り入れた鑑賞と表現を通して ～

鹿 足 津和野町立左鐙小
釜 野 滋 (５名)

研 究 論 文
音 楽

豊かな感性をもち､ 自ら表現しようとする児童の育成
～ 音に親しみ､ 響きあいの中で､ のびのび活動できる子 ～ 特 選

松 江 松江市立持田小
來 海 正 幸 (21名)

研 究 論 文
図 画 工 作 豊かにかかわり合い､ のびのびと表現する子どもの育成

出 雲 出雲市立鰐淵小
角 美 幸 (９名)

研 究 論 文
図 画 工 作

自他の思いや考えを大切にし､ ともに高め合う子どもの育成
～ 図画工作科における�みる・かんがえる・はなす�を通して ～ 特 選

松 江 松江市立宍道小
浜 田 啓 文 (24名)

実 践 記 録
体 育

豊かにかかわり合いながら運動を楽しむことができる子ど
もの育成
～ 言葉やイメージのやりとりを通して ～

優 秀

大 田 大田市立志学小
安 部 茂 寿 (７名)

実 践 記 録
道 徳

山里に学び､ 豊かな心でともによりよく生きようとする子どもの育成
～ 思いやりの心を育てる道徳教育の実践を通して ～

大 田 大田市立池田小
安 部 清 志 (８名)

実 践 記 録
道 徳

自ら学び 豊かな心と表現力をもった 子どもの育成
～ 豊かなかかわりの中で､ 自己をみつめ､ 高め合う集団
づくりを通して ～

大 田 大田市立福波小
武 田 祐 子 (６名)

実 践 記 録
特 別 活 動

互いにつながり合い､ いきいきと活動する児童の育成
～ 自分を表現し､ みんなで練り合う話し合い活動をとおして ～

江 津 江津市立松平小
山 崎 幸 春 (９名)

実 践 記 録
特 別 活 動

自分の思いや願いをもち､ いきいきと表現しようとする児
童の育成
～ 学芸的行事の取り組みを通して ～

仁 多 奥出雲町立三沢小
長 尾 憲 道 (10名)

実 践 記 録
生 徒 指 導

心豊かに たくましく生きる子どもの育成
～ 全校による宿泊体験活動をとおして ～

めざせ ＷＮＣ (ワールド・なかよし・チャンピオン) みざわ in 隠岐の島
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支部名 学校名 (申請代表者氏名) 教 科 領 域 研 究 主 題 等 評 価

出 雲 出雲市立須佐小
小 村 まゆみ (13名)

研 究 論 文
学 習 指 導

思考力・判断力・表現力等の基盤となる ｢言葉の力｣ の育
成をめざして
～ 各教科等における言語活動の充実をとおして ～

邑 智 美郷町立邑智小
中 野 寿 晴 (18名)

実 践 記 録
学 習 指 導

自分の思いや考えを持ち､ 個性豊かに表現し､ ともに高ま
り合う子どもの育成 特 選

邑 智 邑南町立口羽小
菅 本 至 洋 (10名)

実 践 記 録
学 習 指 導

学び合うかかわりを育て､ 確かな学力をつけるために
～ つながり合う学級集団・学校集団をめざして ～

邑 智 邑南町立石見東小
伊 東 一 真 (13名)

実 践 記 録
学 習 指 導 電子黒板を活かした授業の改善をめざして

飯 石 飯南町立赤来中
烏 田 勝 信 (15名)

実 践 記 録
学 習 指 導

家庭学習の充実を目指して
～ ｢自学ノート｣ を軸にした取組をとおして ～ 優 秀

出 雲 出雲市立塩津小
稲 田 隆 嗣 (７名)

研 究 論 文
総 合 学 習

自ら学び､ 生き生きと表現する子どもの育成
～ 異学年での学びのよさを生かして ～

浜 田 浜田市立上府小
米 原 邦 登 (15名)

実 践 記 録
総 合 学 習

人とかかわりながら､ 思いやりの心をもち､ ともに伸びよ
うとする子どもの育成

島 前 西ノ島町立黒木小
永 海 尚 二 (８名)

実 践 記 録
総 合 学 習

人とのかかわりを楽しみ､ 生き生きと表現する児童の育成
～ 英語活動を通して [20年度の実践から] ～

出 雲 出雲市立西田小
玉 井 正 巳 (11名)

実 践 記 録
特別支援教育

一人一人の違いを大切にし､ 学び合い､ 高め合う児童の育成
～通常学級における特別支援教育を視点とした授業作りの実践～ 特 選

松 江 盲学校
繁 浪 均 (８名)

実 践 記 録
特別支援教育

盲学校における 見えにくさのある子どもの早期教育
～ ひよこ教室の実践から ～ 特 選

大 田 出雲養護学校大田分
井 上 研 介 (８名)

研 究 論 文
特別支援教育

言葉のイメージをふくらませ､ 読み書きの力の充実を目指
した実践の在り方について
～ 特別支援学校における漫画を媒介にした国語科の取り組み ～

大 田 出雲養護学校邇摩分
道 下 利 治 (３名)

研 究 論 文
特別支援教育

特別支援学校高等部で ｢自己肯定感｣ を高める指導をめざして
～ 総合的な学習の時間 ｢地球ボランティアをしよう｣ を通して ～

浜 田 浜田養護学校
斎 藤 美 恵 (６名)

実 践 記 録
特別支援教育

見通しのもてる健康診断にむけて
～ 視覚的支援のための絵カードの活用 ～

安 来 安来市立伯太中
小 室 容 子 (18名)

実 践 記 録
人権・同和教育

学校組織マネジメント機能の活性化による ｢豊かな心～感
じる心｣ の育成

出 雲 出雲市立湖陵小
布 野 良 子 (18名)

実 践 記 録
人権・同和教育

相手の気持ちを考え､ 自己表現のできる子どもの育成
～ 人権・同和教育の取り組みを通して ～

浜 田 浜田市立弥栄中
福 村 郁 夫 (17名)

実 践 記 録
図 書 館 教 育

読書に親しみ､ 学ぶ力を育てる学校図書館の創造
～ 学校図書館の整備と活用に向けた１年間の取り組み ～

松 江 松江市立母衣幼
團 野 真由美 (11名)

研 究 論 文
幼 稚 園 教 育

身近なひと・もの・ことに心をよせ､ 大切に思う幼児の育成
～ 本物にふれ､ 心を動かす活動 (本物プロジェクト) をとおして ～ 特 選

松 江 松江市立城北幼
安 尾 博 子 (７名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

自己を表現し､ 人と関わる喜びを感じながら生活をつくり
だす子どもの育成
～ 言葉や習慣の壁を乗り越えて ～

松 江 松江市立玉湯幼
長 嶋 良 江 (６名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

おなかもすくすく 体もすくすく はずむ心の玉湯
～ 食から広がる豊かな生活の工夫 ～

出 雲 出雲市立乙立幼
阿 部 エミ子 (４名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

自ら環境に働きかけ､ 心身共にたくましく生活する幼児の育成
～ 主体的な遊びを創り出す環境の活かし方と援助のあり方を求めて ～ 優 秀

出 雲 出雲市立平田幼
槇 野 博 巳 (９名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

主体的に活動に取り組み､ 生き生きと生活する幼児の育成
～ 一人ひとりが自分の力を発揮するための環境構成や援
助のあり方を探る ～

出 雲 出雲市立東幼
北 村 和 子 (７名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

自らかかわり､ 考え工夫し､ 生き生きと生活する幼児の育成
～ 自然環境に目を向け､ 心を動かすための援助について ～

出 雲 出雲市立湖陵幼
高 尾 彬 (７名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

自分らしさを出し合いながら､ 共に育ち合う幼児の育成
～ 地域の祭り行事と子どもの遊び ～



【個人研究の部】
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支部名 学校名 (申請代表者氏名) 教 科 領 域 研 究 主 題 等 評 価

浜 田 浜田市立原井幼
山 崎 光 治 (９名)

実 践 記 録
幼 稚 園 教 育

特別な支援を必要とする子の気持ちに寄り添い､ 保護者と関係
機関の連携のもとに進める幼稚園での特別支援教育の取り組み

浜 田 浜田市立石見幼
柿 谷 博 行 (６名)

研 究 論 文
幼 稚 園 教 育

気づき・向き合い・支え合う幼児の育成
～ 幼児同士のかかわりを見つめて ～

浜 田 浜田市立宇野小
北 尾 浩 之 (６名)

実 践 記 録
情 報 教 育

小規模校における伝え合う力の育成
～ ＩＣＴを活用した交流活動や学習を通して ～ 特 選

邑 智 矢上高等学校
福 田 豊 (２名)

実 践 記 録
産 業 教 育 農業の素晴らしさ､ 楽しさ､ 大切さを普及する実践活動

出 雲 出雲市立今市小
吉 谷 不美男 (30名)

実 践 記 録
健 康 教 育

生活リズムを意識し､ 健康な生活を自主的に実践すること
ができる子どもの育成
～ バランスのとれた心と体の成長に向けて ～

飯 石 飯南町立志々小
園 山 正 恵 (10名)

研 究 論 文
健 康 教 育

自己を見つめ､ 共に高め合うたくましい子どもの育成
～ たくましい心と体をはぐくむ学習活動の工夫を通して ～

雲 南 雲南市立木次中
土 江 志 朗 (29名)

実 践 記 録
食 育

｢お弁当の日｣ の推進によるキャリアアップと家庭教育支援
～ 夢・発見プログラムの一環としての食育の推進 ～ 優 秀

大 田 大田市立第三中
大 野 優 子 (４名)

研 究 論 文
食 育

食に関する指導効果の研究
～ 朝食摂取率の向上を目指して ～

松 江 松江市立八束小・八束中
古 藤 忠 男 (27名)

実 践 記 録
幼小中高連携

人間関係づくりを基盤とした ｢豊かな心｣ と ｢確かな学力｣ の育成を求めて
～ ９年間を見据えた教育課程づくりと小中教職員の共同指導体制づくりをと
おして ～

特 選

島 後 都万地区教育振興会
冨 田 積 (27名)

研 究 論 文
幼小中高連携

自分の思いや考えを豊かに表現する児童・生徒の育成
～ 小・中連携した豊かな人間関係づくりや生徒指導の充
実を基盤として ～

支部名 学校名 (申請代表者氏名) 教 科 領 域 研 究 主 題 等 評 価

出 雲 出雲市立須佐小
落 部 仁 司

研 究 論 文
国 語

自分の思いを生き生きと表現する (書く) 子どもの育成
～ 国語科・昔話の読み聞かせと再話の実践を通して ～

鹿 足 津和野町立木部中
山 本 悦 生

実 践 記 録
社 会

教室で学ぶ意味を問い直す歴史学習
～ ｢満州事変｣ を学び合う生徒たちの姿を通して ～

出 雲 出雲市立乙立小
三 原 昌 子

研 究 論 文
算 数

学ぶ意欲を高める指導の工夫
～ 学ぶ楽しさと分かる喜び実感できる算数授業を中心にして ～

出 雲 出雲市立大津小
陶 山 弘 志

研 究 論 文
図 画 工 作

自分の思いを生き生きと表現し､ 互いの考えを認め合い高
め合う授業の創造
～ 図画工作科における言語活動 (鑑賞) のあり方を模索して ～

安 来 安来市立広瀬中
石 倉 尚 子

実 践 記 録
美 術

美術を愛好する心情を育て基礎的な能力を伸ばす題材の工夫
～ 形の構成力と色彩感覚を育てる ｢デザイン・版画｣ 指導の試み ～

松 江 松江市立本庄小
高 井 郁 夫

実 践 記 録
体 育

自ら動き心身ともに健やかに生きる子どもの育成
～ 学習や遊びを通して積極的に運動に親しむ子どもを育
てる学校体育をめざして ～

特 選

島 前 西ノ島町立黒木小
持 田 健 司

実 践 記 録
道 徳

夢と希望をもって生きる児童の育成
～ 複合的な取組を生かした道徳の時間の指導 ～

浜 田 浜田市立石見小
野 村 敦 子

実 践 記 録
総 合 学 習

地域に学ぶ子どもをめざして
～ 総合的な学習の時間における ｢地域に残る 『古いもの』
調査活動｣ の実践を通して ～

特 選

簸 川 斐川町立荘原幼
林 正

研 究 論 文
学校 (園) 経営

幼稚園・家庭・地域との望ましい連携のあり方
～ 園長が変われば幼稚園が変わる ～

島 後 隠岐の島町立飯田小
福 井 一 成

実 践 記 録
学校 (園) 経営

『知性』 を高め､ 『感性』 を磨く学校教育の創造と 校長と
しての役割・指導性について

江 津 江津市立江津中
河 野 明 子

実 践 記 録
保 健 室 経 営 新校舎建設に伴う養護教諭の役割



３. 審 査 結 果 [評価段階別一覧表､ ( ) 内は個人研究で内数]

４. 審 査 委 員
審 査 委 員 長 藤 原 義 光 島根県教育委員会教育長

審査副委員長 木 村 保 孝 島根県教育庁教育監

審 査 委 員 狩 野 由美子 島根県国公立幼稚園長会長 松江市立幼保園のぎ

大 道 正 行 島根県小学校長会長 松江市立川津小学校

矢 野 博 島根県中学校長会長 松江市立湖東中学校

勝 部 昌 幸 島根県公立高等学校長協会松江支部長 松江市立女子高等学校

繁 浪 均 島根県特別支援学校長会長 島根県立盲学校

永 島 典 男 島根県教育研究会長 松江市立第一中学校

永 田 千 秋 島根教弘理事 益田市立中西中学校

塩 田 律 子 島根教弘松江支部長 松江市立中島小学校

５. 審査委員会の審査所感� 研究・実践への取組の姿勢等について

① 新しい学習指導要領や教育要領の主旨を踏まえた取組が数多く応募された｡ 特に､ 表現力や思考力に着目

し､ 様々な教科に言語活動や書く活動を取り入れた実践が多くあった｡ また､ その他にも､ 今日的な教育課

題に取り組んだ提案性のある作品の応募があった｡

② 各学校や園で､ 熱心な取組が行われていることが伝わってきた｡ 新しい発想や視点から取り組まれている

ものもあり､ 他の学校の取組の参考や刺激となるものであった｡

③ 優れた作品から､ 学校の教職員全員で役割分担をしながら､ 一致団結して力強く研究・実践に取り組んで

いる様子が伝わってきた｡ 全教職員で研究・実践に取り組んでいるところに､ 学校のすばらしさや魅力を感

じる｡

④ 小規模学校からの応募が比較的多かったが､ 様々な課題に向かって､ 児童・生徒の成長を願いながら懸命

に指導に取り組んでいる教職員の姿に感銘を受けた｡� 研究・実践の内容・分野､ 方法等について

① 研究論文では､ 研究の動機や検証がやや甘いもの､ 研究内容が作業仮説に沿っていなかったり､ 網羅的で

わかりにくかったりするものがあった｡ 研究内容を検証したいものに絞り込み､ 検証に客観性や科学性を持

たせることが必要である｡

② 実践記録では､ それぞれの取組の重点を踏まえながら､ 実践内容そのものについてしっかりと書き込んで

いくことが重要である｡

③ 毎年度､ 継続研究を応募する学校が多数あり積極的な取組を評価したい｡ 年度を重ねる毎に新たな実践内

容が積み重ねられ､ 研究が広がりや深まりを増すことが大切である｡

④ 研究内容やまとめ方等について､ 県教育公務員弘済会の応募作品集 ｢島根の教育研究と実践｣ などにより

優れた作品を参考にしてほしい｡� まとめ方・記述の仕方等について

① 限られた紙面のためにやむを得ない点もあろうが､ 作品の中に実践事例が１～２例しか記述されていない

ものもあり､ 物足りなさを感じた｡

② 作品の中には､ 誤字も見られたので､ 十分な校正を行った上での作品の応募が必要である｡ また､ 掲載さ

れている資料の文字が小さく内容がわかりにくいものもあった｡

③ ４枚の用紙に研究内容をまとめなければならないので､ ポイントをよく押さえた無駄のないまとめ方が求

められる｡ また､ 作品の中には用紙に多くの余白があるものもあったが､ 紙面を有効に使用することが重要

である｡� 今後に期待すること

① 実践記録に比較して､ 研究論文の応募は僅かであった｡ 研究論文は､ 研究仮説を立てそれを検証していく

大変さもあるが､ 多数の応募が望まれる｡

② 単に実践についての記述にとどまらず､ その実践により､ 子どもに力がつき､ 子どもが変わっていく姿が

伝わってくる作品が多く応募されることを期待したい｡
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評 価 優 秀 特 選 入 選 佳 作 無 評 価 合 計

作 品 数 ６
(０)

１３
(２)

３８
(６)

８
(３)

０
(０)

６５
(１１)



― 17 ―

財団法人日本教育公務員弘済会 (以下 ｢(財)日教弘｣ という｡) は､ 平成２２年１月２２日､ 主務官庁文部科学省より都道府県
財団との合併認可を得､ 官報による公告等を終え､ 平成２２年４月１日に合併登記を行った｡
(財)日教弘はここ数年､ 都道府県財団との合併に向けた諸準備に併せて合併後には公益認定財団法人格取得を目指す方針で､

定款や諸規程等の整備に努めている｡
本支部は､ (財)日教弘の支部として､ 本部の基本方針を踏まえつつ､ 支部会則第４条 (目的) 及び第５条 (事業) の規定に基
づき業務の推進に努めると共に旧財団法人島根県教育公務員弘済会が推進してきた全ての事業・財産を承継し､ 島根の教育文化
の向上発展に努める｡ 特に､ 公益目的事業チェックポイント (不特定多数､ 公募､ 選考委員会､ 結果の公表､ 成果報告等) を遵
守し､ 給付型及び貸与型の奨学事業､ 給付型奨励金事業の充実を図りつつ公益目的事業比率５０％以上を維持する｡
さらに､ 県内教育関係者の福祉の増進に寄与するため､ 本部が実施する福祉・福利厚生事業に併せ､ 支部独自で現職会員・友
の会会員に対し､ 下記の福利厚生諸事業を推進する｡
業務の推進に当たっては､ 個人情報の保護と管理に努める｡

記
１. 奨学事業� 本県の有為な人材の育成を図るため､ 親権者が本県に居住又は勤務する者の子供で､ 大学院､ 大学､ 短大､ 高等専門学校
(４年生以上) 又は専修学校専門課程に在学する学生に対して､ 奨学金 (最高限度額１００万円) を､ 無利子で貸与する｡� 本県の高等学校等に在籍する生徒を対象に､ 返還義務を有しない奨学金給付事業を実施する｡

２. 研究助成事業� 県内の教育関係者から､ 共同または個人による研究論文及び実践記録を募集し､ それぞれに対して研究助成を行う｡� 優秀な研究論文については､ 日教弘主催の ｢日教弘教育賞｣ に推薦する｡� 社会・教育・文化の向上発展に寄与する有益な研究・活動を対象に返還義務を有しない奨励金給付事業を実施する｡
３. 教育文化事業
県内の教育団体等が実施する､ 島根県の教育の充実・発展に寄与する事業に対し､ 助成金を給付し､ その活動を支援する｡
また､ 県内の教育文化活動の振興に寄与するため､ 教育研究論文集を３年に１回発行 (今年度は平成２３年度発行の準備に当
たる｡) し､ 県内の全ての学校及び教育機関等に配布する｡
４. 教弘会員に対する二大計画の推進

｢日教弘会員証｣ 及び ｢日教弘ライフサポート倶楽部｣ の利用促進に関する取り組みを､ (財)日教弘と一体となって推進し
つつ､ (財)日教弘賛同会員の確保に努める｡
５. 共済事業
教弘保険の普及拡大が教職員の生活安定､ 公益事業の財源確保につながることを認識し､ 加入促進を図る｡
教弘保険の純増のために加入資格の拡大と解約防止に提携保険会社及び保険代理店と連携して取り組む｡

６. 損害保険事業の推進
教職員総合保険 ｢教弘まなびや｣ 及び ｢教弘フルガード｣ 並びに ｢教職員収入ロングウェイサポート｣ の加入促進を提携会
社及び損保代理店と共同して展開する｡
７. 福利厚生事業
会員の福祉向上を図るため､ 規程に基づき次の事業を行なう｡

【現職会員】
① 該当正会員・会員に傷病見舞金､ 災害見舞金を贈る｡
② 正会員が本会指定の宿泊所に宿泊する場合､ 宿泊補助金を給付する｡ また､ 会員が島根県教育会館に宿泊する場合は補助
を行う｡
③ 正会員が結婚した場合､ 結婚祝金を贈る｡
④ 正会員又は正会員の配偶者に出産があった場合､ 出産祝金を贈る｡
⑤ 継続加入満２０年の正会員に永年健康祝金を贈る｡
⑥ 教弘保険の加入口数が､ ４０口､ ７０口､ １００口に達した加入者には､ それぞれ満口加入祝金を贈る｡
⑦ 正会員が死亡した場合には､ 弔慰を表し､ 香典又はそれに代わるものをお供えする
⑧ 新たに正会員となった加入者には､ 記念品を贈る｡
⑨ 新規採用者が採用年度内に正会員になった場合には､ 記念品を贈る｡
⑩ 正会員に記念品を贈る｡
【友の会会員】
① 友の会支部活動に助成金を措置し､ 会員相互の交流や支部活動の充実を支援するとともに､ 支部会員の増強に努める｡
② 会員相互の研修と親睦を図るため､ ｢研修と親睦の旅｣ を実施する｡
③ 正会員が本会指定の宿泊所に宿泊する場合､ 宿泊補助金を給付する｡ また､ 会員が島根県教育会館に宿泊する場合は補助



平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで
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平成２２年度収支予算書

科 目 予 算 額

Ⅱ 投資活動収支の部
１ 投資活動収入� 特定資産取崩収入

奨学事業引当資産取崩収入 12,000,000
投資活動収入計 12,000,000

２ 投資活動支出� 固定資産取得支出 0� 特定資産支出 0
投資資産支出計 4,700,000
投資活動収支差額 7,300,000

Ⅲ 財務活動収支の部
１ 財務活動収入 0
２ 財務活動支出 0

財務活動支出計 0
財務活動収支差額 0

Ⅳ 予 備 費 支 出
法人税及び住民税支出 71,000

1 予 備 費 支 出 1,224,000
当期収支差額 △ 5,000,000
前期繰越収支差額 5,000,000
次期繰越収支差額 0

平成２１年度収支決算書

科 目 決 算 額

Ⅱ 投資活動収支の部
１ 投資活動収入� 特定資産取崩収入 10,000,000

福利厚生事業引当資産取崩収入 10,000,000

投資活動収入計 10,000,000
２ 投資活動支出� 固定資産取得支出 0� 特定資産支出 6,000,000

投資資産支出計 6,000,000
投資活動収支差額 4,000,000

Ⅲ 財務活動収支の部
１ 財務活動収入 0
２ 財務活動支出 0

財務活動支出計 0
財務活動収支差額 0

Ⅳ 予備費支出
１ 予備費支出 0

当期収支差額 2,179,343
前期繰越収支差額 4,285,652
次期繰越収支差額 6,464,995

収 支 計 算 書 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

科 目 予 算 額

Ⅰ 事業活動収支の部
1 事業活動収入� 本部交付金収入 46,167,000� 基本財産運用収入 116,000� 特定資産運用収入 183,000� 寄 付 金 収 入 0� 雑 収 入 190,000� 奨学事業資金返還収入 15,285,000

事業活動収入計 61,941,000
2 事業活動支出� 事 業 費 支 出 71,001,000

奨学事業費支出 32,876,000
研究助成事業費支出 14,382,000
教育文化事業費支出 7,766,000
福利厚生事業費支出 15,977,000� 管 理 費 支 出 1,945,000
人 件 費 支 出 1,364,000
会 議 費 支 出 56,000
その他管理費支出 525,000
事業活動支出計 72,946,000
事業活動収支差額 △ 11,005,000

科 目 決 算 額

Ⅰ 事業活動収支の部
１ 事業活動収入� 本部交付金収入 46,705,000� 特定資産運用収入 47,950� 寄付金収入 0� 奨学事業資金返還収入 200,000� 雑収入 189,418

事業活動収入計 47,142,368
２ 事業活動支出� 事業費支出 46,274,200

奨学事業費支出 27,688,656
研究助成事業費支出 9,559,679
教育文化事業費支出 510,000
福利厚生事業費支出 8,515,865� 管理費支出 2,688,825
人件費支出 2,194,273
会議費支出 18,000
その他管理費支出 476,552
事業活動支出計 48,963,025
事業活動収支差額 △ 1,820,657

を行う｡
④ 友の会正会員として新たに加入した者に記念品を贈る｡
⑤ 継続加入満２０年の正会員に永年健康祝金を贈る｡
⑥ 正会員が死亡した場合には､ 弔慰を表し､ 香典又はそれに代わるものをお供えする｡
⑦ 正会員の人間ドック受診費用の一部補助を行う｡
⑧ 正会員に記念品を贈る｡
８. 個人情報保護法への対応
日常的管理体制の整備､ 危機管理マニュアルの点検に努めるほか､ 日教弘本部と共に ｢個人情報漏えい保険｣ に加入し､ 万
一に備える｡
９. 広報活動
日教弘本部及び本支部が実施する各種公益事業及び福祉・福利厚生事業等について､ ｢島根教弘会報｣､ ｢島根教弘友の会会報｣､
本部・支部ホームページ等で広報活動に努める｡
本支部の諸事業が広く確かに理解されるために会報を年３回発行し､ ｢島根教弘会報｣ は現職教職員全員に､ ｢島根教弘友の
会会報｣ は会員全員に届ける｡
また､ 県内の教育関係者に対し､ 本会の事業内容等の普及・徹底を図るため､ (株)島根教弘と連携・協力して必要な活動を
行う｡



監 査 報 告 書

(財)日本教育公務員弘済会島根支部

支部長 間 田 浩 彬 様

平成２２年５月２０日

私達は､ 財団法人日本教育公務員弘済会島根支部の平成２１年度における業務執行状況及び会計処理状況につい

て監査を行ったので､ 次のとおり報告する｡

記

１. 監査対象期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで｡

２. 監査の方法の概要� 会計監査について､ 帳簿並びに関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて､ 計算書類の正確性

を検討した｡� 業務監査について､ 幹事会及びその他の会議の記録､ 支部長､ 副支部長及び専任幹事から業務の報告を聴取

し､ 関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて業務執行の妥当性を検討した｡

３. 監 査 の 結 果� 収支計算書､ 貸借対照表､ 財産目録は､ 会計帳簿の記載金額と一致し法人の収支状況及び財産状態を正しく

示していると認める｡� 事業報告書の内容は真実であると認める｡� 幹事の職務執行に関する不正の行為､ 又は法令もしくは会則に違反する事実はないと認める｡
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科 目 金 額
Ⅰ 資産の部
1. 流 動 資 産

普 通 預 金 6,576,035
流動資産合計 6,576,035

2. 固 定 資 産
その他固定資産
什 器 備 品 104,960
奨 学 貸 付 金 21,800,000
その他固定資産合計 21,904,960

特定資産
退職給与引当金 1,000,000
福利厚生事業引当資産 8,500,000
特定資産合計 9,500,000
固定資産合計 31,404,960
資 産 合 計 37,980,995

Ⅱ 負債の部
預 り 金 111,040
退職給付引当資産 2,000,000
負 債 合 計 2,111,040

Ⅲ 正味財産の部
正 味 財 産 35,869,955
(うち当期正味財産増加額) (△2,915,938)

負債及び正味財産合計 37,980,995

貸 借 対 照 表 平成２２年３月３１日現在



１. 奨学金貸与事業
平成２２年度貸与奨学生募集は､ (財)日本教育公務員弘済会本部､ (財)日本教育公務員弘済会島根支部､ の２

つの団体で実施しました｡

本年度の応募は３１名 (参考：２１年度３０名､ ２０年度４４名､ １９年度４８名)､ でしたが､ 応募者全員

が貸与規程に合致し､ 貸与に必要な金額は２,７００万円となりました｡

本年度の奨学金貸与事業の予算額は２団体をあわせて３,５００万円余でしたが､ 選考委員会における選考の結

果､ 下表のように応募者全員に貸与することが決定しました｡

なお､ この奨学金の貸与は無利息で､ 卒業の年の１２月から返還を開始してもらうこととしています｡

平成２２年度奨学生新規採用者の状況

２. 奨学金給付事業
(財)日本教育公務員弘済会島根支部は､ 就学意欲がありながら学資金の支払いが特に困難な高等学校等の生徒

を対象とし､ 返還義務のない奨学金の給付を実施しています｡

平成２１年度から､ それまで２５０万円であった予算を５００万円としたところですが､ 昨年度は２４名の応

募があり､ ２０名に一人当たり２５万円の給付を行いました｡ 本年度も､ 予算を５００万円とし､ 一人当たり

２５万円､ ２０名の奨学生に給付することとしています｡

詳細については､ (財)日教弘島根支部ホームページをご覧ください｡

収 支 計 算 書
平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

�����
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平成２１年度収支決算書

収 入 の 部
科 目 決 算 額

１. 事業収入 (助成金) 17,000,000
２. 基本財産運用収入 285,634
３. 特定資産運用収入 151,107
４. 繰 入 金 収 入 11,000,000
５. 雑 収 入 1,400,646
６. 特定資産取崩収入 18,200,000

当 期 収 入 合 計 (Ａ) 48,037,387
前期繰越収支差額 3,112,037
収 入 合 計 (Ｂ) 51,149,424

支 出 の 部
科 目 決 算 額

１. 事 業 費 33,376,101
奨 学 事 業 費 17,950,328
研 究 助 成 事 業 費 7,249,235
福 利 厚 生 事 業 費 5,924,101
教 育 文 化 事 業 費 2,252,437

２. 管 理 費 3,727,747
人 件 費 2,892,000
会 議 費 35,000
そ の 他 管 理 費 800,747

３. 固定資産取得支出 0
４. 特 定 資 産 支 出 12,164,000
５. 予 備 費 0
当 期 支 出 合 計 (Ｃ) 49,267,848
当 期 収 支 差 額 (Ａ) － (Ｃ) △ 1,230,461
次期繰越収支差額 (Ｂ) － (Ｃ) 1,881,576

一 般 会 計

収 入 の 部
科 目 決 算 額

１. 奨学事業資金返還収入 13,365,000
２. 利 息 収 入 177,542
３. 特定資産取崩収入 16,400,000
４. 繰 入 金 収 入 13,000,000

当 期 収 入 合 計 (Ａ) 42,942,542
前期繰越収支差額 11,233,343
収 入 合 計 (Ｂ) 54,175,885

支 出 の 部
科 目 決 算 額

１. 事 業 費 14,204,895
２. 管 理 費 303,232
３. 特定資産支出 20,000,000
４. 繰 入 金 支 出 11,000,000
５. 予 備 費 0
当 期 支 出 合 計 (Ｃ) 45,508,127
当 期 収 支 差 額 (Ａ) － (Ｃ) △ 2,565,585
次期繰越収支差額 (Ｂ) － (Ｃ) 8,667,758

奨学事業特別会計

平成２２年度奨学事業状況

在学校
貸与枠 大学院 大 学 短 大 高 専 専修学校 計 貸 与 額

(財)日 教 弘 本 部 1 9 1 11 10,500,000
(財)日教弘島根支部 2 15 2 1 20 16,500,000

合 計 3 24 2 2 31 27,000,000



監 査 報 告 書

(財)島根県教育公務員弘済会

理事長 島 � 美 徳 様

平成２２年３月３１日

私達は､ 財団法人島根県教育公務員弘済会の平成２１年度における業務執行状況及び会計処理状況について監査

を行ったので､ 次のとおり報告する｡

記

１. 監査対象期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで｡

２. 監査の方法の概要� 会計監査について､ 帳簿並びに関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて､ 計算書類の正確性

を検討した｡� 業務監査について､ 理事会及びその他の会議の記録､ 理事長､ 副理事長及び専務理事から業務の報告を聴取

し､ 関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて業務執行の妥当性を検討した｡

３. 監 査 の 結 果� 収支計算書､ 貸借対照表､ 財産目録は､ 会計帳簿の記載金額と一致し法人の収支状況及び財産状態を正しく

示していると認める｡� 事業報告書の内容は真実であると認める｡� 理事の職務執行に関する不正の行為､ 又は法令もしくは寄附行為に違反する事実はないと認める｡
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貸借対照表総括表 (平成２２年３月３１日現在)

科 目 合 計 一 般 会 計 奨学事業特別会計

【資産の部】

流動資産 10,549,334 1,881,576 8,667,758

固定資産 287,473,206 135,218,206 152,255,000

資産合計 298,022,540 137,099,782 160,922,758

【負債の部】

流動負債 0 0 0

負債合計 0 0 0

【正味財産の部】

正味財産の部 298,022,540 137,099,782 160,922,758

正味財産合計 298,022,540 137,099,782 160,922,758

負債及び正味財産合計 298,022,540 137,099,782 160,922,758



１. 会 員

島根教弘友の会は､ (財)島根県教育公務員弘済会及び(財)日本教育公務員弘済会島根支部の正会員・

会員であった者で､ 退職後も教弘保険を継続している者を以って組織し､ 満７５歳まで会員資格があ

ります｡ 現在､ 約１,６００名の会員があり､ 概ね市郡単位で支部を設置しています｡

正会員には､ 現職会員と同じ永年健康祝金､ 宿泊施設利用補助､ 記念品､ 弔慰金に加え､ 友の会会

員のみの ｢人間ドック受診補助｣､ ｢研修と親睦の旅への参加｣､ ｢支部総会への参加｣ の福利厚生事業

サービスがあります｡

退職後も教弘保険を継続され､ 引き続き弘済会の福利厚生サービスを受けられることをお勧めしま

す｡

２. 平成２２年度島根教弘友の会役員 ○印は新任

(平成２２年４月１日現在)

３. 平成２２年度友の会事業計画� 友の会役員会 (支部長会) の開催 � 損害保険の取扱い� 各支部総会 (１７支部) の開催 ア､ 損害保険 ｢フルガード｣� 会報の発行 (年３回) イ､ その他の損害保険 (自動車保険等)� 福利厚生事業の実施 � その他

ア､ 宿泊補助 (優待券発行) ア､ 記念品配布

イ､ 永年健康祝金 イ､ 研修と親睦の旅の実施

ウ､ 人間ドック受診補助

エ､ 弔慰金 等

４. 支部活動費助成

支部総会の開催 (各支部に活動費を助成します｡)
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役 職 名 支 部 氏 名 役 職 名 支 部 氏 名

会 長 支 部 長 ○間 田 浩 彬 幹 事 飯 石 ○景 山 寛

副 会 長 副 支 部 長 藤 原 弘 道 〃 平 田 岡 正 久

〃 〃 大 � 能 國 〃 簸 川 泉 昭 信

〃 専 任 幹 事 西 智 文 〃 大 田 永 見 敏 郎

〃 松 江 福 庭 義 明 〃 邇 摩 特 留 大 誓

〃 出 雲 曳 野 不二夫 〃 江 津 石 田 末 富

〃 浜 田 小 池 榮一郎 〃 邑 智 渡 利 哲 彦

幹 事 安 来 島 田 篤 紀 〃 益 田 三 浦 直 勝

〃 八 束 新 見 建 典 〃 鹿 足 大 庭 義 一

〃 大 原 山 田 肇 〃 隠 岐 野 村 剛

〃 仁 多 加 本 楠 雄





当会社は､ 生命保険の紹介代理店として教弘保険の普及拡大を目指すとともに､ 損害保険の代理店として商品の

周知と募集に努める｡ その結果として､ 加入口数・加入者数の拡大を図り､ 当社の財政基盤の安定と利潤の確保に

努める｡

これにより､ 協力関係にある(財)日本教育公務員弘済会島根支部 (以下 ｢(財)日教弘島根支部｣ という｡) の安定

的な事業資金の確保につながり､ ひいては､ (財)日教弘島根支部が実施する公益事業及び共益事業 (以下 ｢教弘事

業｣ という｡) の推進に大きく寄与することとなる｡

このため､ 当会社は次の三点を経営の柱とし､ それぞれの項目で述べる具体的事業を展開する｡

１. 教弘保険の普及・拡大� 必達目標の達成と保有純増

共済事業提携会社ジブラルタ生命保険(株)松江エリア (以下 ｢松江エリア｣ という｡) と協議して定めた､ 教

弘保険必達目標の完遂はもとより口数及び会員数の純増を目指す｡ このため､ 次の取組を行う｡

① 松江エリアとの挙績・保全状況等の情報交換を行い､ 目標達成のための協議を密にする｡

② 以下に示す ｢募集環境の整備｣､ ｢教弘担当ＬＡの教弘保険募集意欲の喚起｣ の施策を実施する｡� 募集環境の整備

① ２名の参事による学校訪問を積極的に行い､ 学校における教弘事業説明会開催を働きかけ､ 教弘保険拡大

と表裏一体である教弘事業のより一層の周知を図り､ 教弘保険の普及拡大につなげる｡

② 各学校・園の教弘担当者を対象とする支部協議会､ 退職会員の友の会支部総会において､ 各種教弘事業内

容等の周知徹底を図るとともに､ 会員の意見を聴取し事業の改善に資する｡

③ 役員・参事が各学校､ 各校園長会等を訪問し､ 教弘担当ＬＡの学校訪問が容易にできるように働きかける｡

④ 全教育関係者に配布する 『島根教弘会報』､ 友の会会員に配布する 『島根教弘友の会会報』 をそれぞれ年

３回発行するとともに､ ホームページ等により､ 教弘保険の有利性や提携会社の財務状況等を広報し､ 会員

の信頼を高めるとともに､ 教弘保険加入者の獲得に努める｡� 教弘担当ＬＡの教弘保険募集意欲の喚起

① 松江エリアＬＡの募集活動を支援するため､ 募集活動奨励策を講じる｡

② 松江エリア教弘担当ＬＡ研修会を実施し､ 各種教弘事業に対する理解の徹底､ 学校訪問の心得の習熟等業

務に関わる研修を行い､ その資質の向上を図る｡ また､ 新入社のＬＡに対しては､ 学校訪問前に個別にこれ

を実施する｡

２. 損害保険事業の推進

提携会社東京海上日動火災保険(株)山陰支店山陰中央支社と連携して､ ｢教弘まなびや｣､ ｢教弘フルガード｣､

｢教職員収入ロングウェイサポート｣ をはじめ､ 自動車保険等の各種損害保険の募集に努める｡

３. 経営の効率化と法令遵守

① 財務見通しは､ 新契約の増加等による集金手数料､ 代理店手数料､ ブランド手数料の増収が見込まれる｡ し

かし他方では､ 三栄収納による収納対象者の増加､ 金融機関の振替手数料の値上げ､ 講師の現職会員化に伴う

通信・運搬費の増等による営業経費の増額も確実である｡

さらなる教弘保険等の新規契約増､ 保有口数の純増及び経費節減を図る必要がある｡

② 個人情報保護については､ 日常の管理体制を確保するとともに､ 万一の場合に備えて ｢個人情報ろう洩保険｣

に加入する｡

③ 予算の作成及び執行に当たっては､ ｢集金手数料｣ 及び ｢紹介手数料｣ の対価性を考慮して行う｡
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平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

損 益 計 算 書 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

貸 借 対 照 表 平成２２年３月３１日現在

�����
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平成２２年度予算書

収 入 の 部
科 目 予 算 額

１. 特別利益 (積立金取崩) 0
２. 営 業 収 入 38,540,000
３. 営 業 外 収 入 697,000

収 入 合 計 39,237,000

支 出 の 部
科 目 予 算 額

１. 人 件 費 12,510,000
２. 業 務 費 15,199,000
３. 事 務 費 9,670,000
４. 特 別 支 出 750,000
５. 予 備 費 1,108,000

支 出 合 計 39,237,000

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ 経 常 損 益 滅 価 償 却 費 43,023
[営 業 損 益] 賃 借 料 774,000
１. 売 上 高 水 道 光 熱 費 197,619

生 保 手 数 料 40,470,829 電 算 費 6,825
損 保 手 数 料 1,515,583 リ ー ス 料 10,000
売 上 高 合 計 41,986,412 諸 会 費 6,000
(売 上 利 益) (41,986,412) 雑 費 76,283

２. 販売費・一般管理費 販売費・一般管理費合計 38,356,164
役 員 手 当 8,641,080 (営 業 利 益) (3,630,248)
法 定 福 利 費 977,038 [営 業 外 損 益]
福 利 厚 生 費 311,511 ３. 営 業 外 収 益
広 報 宣 伝 費 296,635 受 取 利 息 43,798
拡 張 費 5,961,255 配 当 金 収 入 71,350
旅 費 交 通 費 1,798,985 雑 収 入 0
渉 外 費 361,465 ４. 営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 2,282,817 雑 損 失 △ 28,406
通 信 費 1,091,784 営業外損益合計 86,742
会 議 費 1,922,064 (経 常 利 益) (3,716,990)
印 刷 費 2,150,927 Ⅱ 特 別 損 益
事 務 用 消 耗 品 費 596,546 特 別 損 益 合 計
消 耗 品 費 17,800 (税引前当期利益) (3,716,990)
給 料 手 当 14,389,329 ５. 法 人 税 等 1,018,900
受 入 人 件 費 △ 6,087,827 (当 期 利 益) (2,698,090)
役 員 退 任 慰 労 金 1,651,250 ６. 前 期 繰 越 利 益 (2,698,090)
新 聞 図 書 費 38,395 (当期未処分利益)
租 税 公 課 841,360

平成２１年度決算書

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ 資 産 の 部 Ⅱ 負 債 の 部
１. 流 動 資 産 １. 流 動 負 債
当 座 資 産 預 り 金 311,750
小 口 現 金 80,000 未払法人税等 491,100
預 金 45,868,702 未払消費税等 414,600
定 期 預 金 9,000,000 ２. 固 定 負 債
有 価 証 券 3,567,500 ３. 引 当 金
退職給与引当金 1,500,000 負 債 合 計 1,217,450

その他の流動資産 Ⅲ 資 本 の 部
未 収 入 金 3,575,579 １. 資 本 金
仮 払 金 0 資 本 金 3,000,000

(流動資産合計) (63,591,981) ２. 法 定 準 備 金
２. 固 定 資 産 利 益 準 備 金 310,000
有形固定資産 ３. 剰 余 金
什 器 備 品 84,846 別 途 積 立 金

無形固定資産 会館拡充積立金 52,000,000
電 話 加 入 権 228,734 当期未処分利益 6,256,111

投 資 等 (うち当期利益) (2,698,090)
(固定資産合計) (313,580) (剰 余 金 合 計) (58,256,111)
資 産 合 計 63,905,361 資 本 合 計 62,687,911

資本負債合計 63,905,361



監 査 報 告 書

株式会社 島 根 教 弘
代表取締役 島 � 美 徳 様

平成２２年５月２０日

私達は､ 株式会社島根教弘の平成２１年度における業務執行状況及び会計処理状況について監査を行ったので､
次のとおり報告する｡

記
１. 監査対象期間
平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで｡

２. 監査の方法の概要� 会計監査について､ 帳簿並びに関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて､ 計算書類の正確性
を検討した｡� 業務監査について､ 役員会及びその他の会議の記録､ 代表取締役及び取締役などから業務の報告を聴取し､
関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて業務執行の妥当性を検討した｡

３. 監 査 の 結 果� 損益計算書､ 貸借対照表は､ 会計帳簿の記載金額と一致し法人の収支状況及び財産状態を正しく示している
と認める｡� 事業報告書の内容は真実であると認める｡� 役員の職務執行に関する不正の行為､ 又は法令もしくは定款等に違反する事実はないと認める｡
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���
��� 東京でのお泊りは 教弘会館 ホテルグリーンパークで

緑豊かな新宿御苑に隣接し､ 都心にありながら閑静な環境にあります｡
修学旅行・部活動などの宿泊にも御利用いただけます｡

緑のなかで心ゆくまでおくつろぎください。
財団法人 日本教育公務員弘済会

レストラン ポポラーレ

ツイン

緑のなかで心ゆくまでおくつろぎください。

○島根教弘正会員の方には､ 3,000円
又は4,000円の宿泊補助をいたします｡

◆ＪＲ ｢千駄ヶ谷駅｣､ 地下鉄大江戸線
｢国立競技場駅｣ から徒歩５分

◆ＪＲ ｢代々木駅｣東口より徒歩８分

URL http://www.nikkyoko.or.jp

03-3354-5581
03-3354-7807

〒151-0051
東京都渋谷区千駄ヶ谷5-4-6

緑のなかで心ゆくまでおくつろぎください。

Tel

Fax

緑のなかで心ゆくまでおくつろぎください。

税理士会館

教弘会館
ホテルグリーンパーク

至新宿

至原宿 東京体育館

至
信
濃
町JR千駄ヶ谷駅

国立競技場駅

国立競技場
津田塾大学

新宿御苑千駄ヶ谷門

JR総武線

首都高速4号線

東
口
明
治
通
り

GS
JR
代
々
木
駅
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共済事業共済事業共済事業 教弘保険は、教職員ひとりひとりのライフプランに応じて　　

教弘保険に加入すると教弘会員となり、各種事業、特典をご利用に　　　教弘保険

24歳　死亡保険金
災害割増特約

5,000万円
1,500万円

3434歳以下の方に歳以下の方に

ユース教弘保険ユース教弘保険
働き盛りの働き盛りの
　保障に　保障に
働き盛りの
　保障に 新教弘保険Ａ型

ユース教弘保険の保障期間満了時に新教弘保険（A型）に移行できます

集団契約特約付勤労保険

移行

月払保険料（一律） 9,705円

加入例 加入例

24歳加入

加入年齢 保障期間
　 ～24歳*
25～29歳
30～34歳

15年間（保険期間5年間・自動更新2回）
10年間（保険期間5年間・自動更新1回）
 5年間（保険期間5年間・自動更新なし）

●ご加入時の年齢により、この保険の保障期間は下表の通りとなります。

＊19歳までにご加入された方は、保障期間20年間（保険期間5年間・自動更新3回）となります。

※リビングニーズ特約　　
　（余命6か月以内と　　　

39歳

34歳以下の方に

ユース教弘保険ユース教弘保険ユース教弘保険

教職員の皆様の相互扶助を目的に開発された保険のため、性別・年齢　　　

5,000万円死亡・高度障害

30歳女性・65歳保険料払込期間満了・保険金1,000万円

一生涯の
保障

積立利率の変動に伴う増加死亡保険金

保険料払込期間（65歳まで）

新登場！

＋α
＋α

＋α

＋α

加入例 30歳女性・基本入院給付日額5,000円・　　　

健康祝金（無事故給付金）

5万円 5万円 5万円 5万円

5年 5年 5年

●1泊2日から、しかも入院初期（30日まで）は、基本入院　　

●1入院あたりの支払日数限度が、保険料払込期間満了日（終身払　　

●ご加入から保険料払込期間中、5年毎に入院給付金、手術　　

　（基本入院給付金日額×10倍）をお受け取りになれます。

新教弘終身保険（無配当）生存給付金特則付低解約返戻金型積立利率変動型終身保険ご家族（配偶者・子供）の方にもご利用いただけるようになりました。
保険料払込期間満了日の翌日（65歳時）およびその後5年ごとに、合計4回、生存給付金（100万円＋α）を
お受け取りいただけます。 α：生存給付金のお支払い事由発生日における増加死亡保険金額×10％

死亡保険金額

600万円

生存給付金

100万円 生存給付金

100万円 生存給付金

100万円
生存給付金

100万円

…1,000万円

17,030円

死亡保険金額
（基準保険金額）

月払保険料
＜団体級（B）＞

生存給付金特則付低解約返戻金型積立利率変動型終身保険

一生涯の保障と生
存給付金の楽しみ

がセット
一生涯の保障と生

存給付金の楽しみ
がセット

新教弘終身保険新教弘終身保険新教弘終身保険

加入例

65歳 80歳75歳30歳
加入

生存給付金特則付→生存給付金で将来の楽しみがアップ！

低解約返戻金型　→保険料が割安です。

積立利率変動型→積立利率は年1.5％を最低保障

終身保険　　　→保障は一生涯

30歳加入

新教弘医療保険 教職員のみな  
ご家族（配偶者・　

新教弘介護保険

70歳

ムダを　　ムダを　　

新教新教弘医療保険新教
月払保険料 ＜団体級（B）＞4,690円

10,000円
5,000円
20万円

入院開始後30日まで…1日あたり

入院開始後31日以降…1日あたり

手術給付金…手術の種類により最高

新医療保険　　
無事故給付　　　
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共済事業 　保障を設計いたします。

　　なれます。　

39歳　死亡保険金 5,000万円

34歳以下の方に

ユース教弘保険
働き盛りの
　保障に 新教弘保険Ａ型新教弘保険Ａ型新教弘保険Ａ型新教弘保険Ａ型

集団契約特約付勤労保険

月払保険料（一律） 17,550円

65歳

　（無料）を付加できます。
　　判断される場合、生きている間に保険金をお受け取りになれます。）

保障期間（65歳まで）

65歳時に、いずれかのプランをお選びいただけます。

65 歳

65 歳

70 歳 80 歳75 歳

保 険 料 払 込 期 間

終身保険（無配当）

終　身　保　障

保 険 期 間
5年満了ごとに
自 動 更 新

保 険 期 間
5年満了ごとに
自 動 更 新

死亡保険金・
高度障害給付金

死亡保険金・
高度障害保険金

保 険 期 間
5年満了ごとに
自 動 更 新

（一時払）

ご契約 満了

ご契約

新教弘保険Ｋ型（追加部分）
（集団契約特約付勤労保険）

ユース教弘保険

　　に関係のない一律の保険料となっています。割安な保険料で大きな保障が得られます。

5,000万円死亡保険金：
高度障害給付金

ケース1

45歳から74歳まで「要介護状態」*になった場合

ケース2

「要介護状態」*に一度もならなかった場合

つぎのいずれかの「要介護状態」のとき
公的介護保険制度の要介護2以上
満65歳未満で所定の要介護状態が180日以上継続2

1

健康祝金 健康祝金 健康祝金 健康祝金 健康祝金

（88歳死亡）

（74歳死亡）

●ご契約例
　契約年数
　保険期間
　保険料払込期間
　年金支払期間
　基本介護年金月額
　月払保険料（団体扱〔B〕）

：40歳（女性）
：終身
：65歳まで
：終身
：50,000円
：14,500円

＊上記は2010年4月1日現在の内容
＊ご契約にあたっては必ずジブラルタ生命の商品パンフ「ご契約のしおり・約款」をご覧ください。

＊「要介護状態」について詳しくは「ご契約のしおり・約款」をご覧ください。

新登場！新登場！新登場！

　65歳保険料払込期間満了

保険料払込期間（65歳まで）

5万円 5万円 5万円

5年 5年
5年

　　日額の2倍を保障します。
　　は65歳時）以降は60日から3倍の180日に拡大します。
　　給付金のお支払いがなかった場合、うれしい健康祝金

新教弘終身保険

65歳

   さまのご意見を取り入れました。
　　　子供）の方にもご利用いただけるようになりました。

自分への
ご褒美に小旅行…。
使い方自由自在の
健康祝金です。

基本介護年金月額×2×12
×20年

10万円
（年間120万円）
月額

新教弘介護保険（無配当） 介護終身保険
介護が必要な方にも、ご健康な方にもお役に立ちます。

一生涯の
保障

保険料の払込み不要です

65歳

以降5年ごとに
（保険料払込期間満了時）

65歳 70歳 75歳 80歳 85歳

30万円 30万円 30万円 30万円 30万円 150万円
死亡保険金

15万円
死亡保険金

月額5万円（年間60万円）

65歳

新教弘介護保険新教弘介護保険新教弘介護保険
介護終身保険

基本介護年金月額×12
×10年

45歳

　省いて保険料はス
リムに　省いて保険料はス
リムに

教弘医療保険新教弘医療保険教弘医療保険

うれしい
健康祝金
つき！

（支払限度変更型／解約返戻金なし特則・
　特則付）

�



●特定学校行事・宿泊旅行中・通勤途上の事故については、死亡・後遺障害保険金、入院
保険金、手術保険金、通院保険金は、倍額補償（例えばMAタイプ通常3,000円の入
院保険金日額が6,000円に）となります。
●団体募集の結果、ご加入者数が5,000人を下回った場合には、保険料の引き上げまた
は保険金額の引き下げ等の変更をさせていただきますので、予めご了承ください。
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●保険料は被保険者（本人）の職種級別によって異なります。上記保険料は職種級別Ａ
（教職員、無職、主婦、学生、事務従事者、販売従事者等）の方を対象としたものです。
加入できない被保険者の方の詳細については、加入依頼書に記載していますのでご確
認ください。
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ご加入いただける方は、（財）日教弘島根支部事務局（0852－24－1059）へご連絡ください。

財団法人 日本教育公務員弘済会

　財団法人日本教育公務員弘済会（略称：日教弘）は昭和２７年創立の歴史と伝統をもつ財団法人です。
日教弘は、「将来社会に貢献し得る有為の人材を育成するため奨学資金の貸与及び給付、教育一般の特に有
益な研究に対する助成等の公益事業を行うとともに教育関係者の福祉向上を図り、もって人材の養成並びに
社会教育文化の発展に寄与する」ことを目的としています。
　日教弘の多彩な事業活動は、全国の多くの教職員の皆様に支えられています。教職員の皆様が安心して働
き、暮らしていくためにも、たすけあいの輪をますます広げていくことが大切です。ぜひ多くの皆様が日教
弘の趣旨に賛同いただき、会員になってくださいますよう心からお願い申し上げます。

・日教弘の趣旨に賛同した方。

・「会員加入申込書」にてご加入ください。

・会費等費用は、一切不要です。

・会員になられた方には、教弘カード（会員証）をお送りします。このカー

ドには、3年間の福利厚生をサポートする日教弘ライフサポート倶楽部の

利用証が付帯されます。

加入についての
ご案内

日教弘ライフサポート倶楽部の特徴

― お問合せ先 ―

HP：www.nikkyoko.or.jp

0120－371－969
日教弘ガイダンスセンター

ＩＰ電話、ダイヤル回線電話ではご利用いただけません。

弘済会をサポートする会員を募集しています。

日教弘の日教弘の5大事業大事業日教弘の5大事業
無利子で奨学金を貸与・給付　無利子で奨学金を貸与・給付　奨　学　事　奨　学　事　業
有益な研究に対する助成事業　有益な研究に対する助成事業　研 究 助 成 事研 究 助 成 事 業
教育文化向上と発展を目指す　教育文化向上と発展を目指す　教 育 文 化 事教 育 文 化 事 業
教職員とご家族に対する　　　教職員とご家族に対する　　　福祉・福利厚生事福祉・福利厚生事業
教職員のための教弘保険　　　教職員のための教弘保険　　　共　済　事　共　済　事　業

無利子で奨学金を貸与・給付　奨　学　事　業
有益な研究に対する助成事業　研 究 助 成 事 業
教育文化向上と発展を目指す　教 育 文 化 事 業
教職員とご家族に対する　　　福祉・福利厚生事業
教職員のための教弘保険　　　共　済　事　業
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